
施設名

所在地

名　称

代表者

住　所

令和4年度　今治市福祉センター指定管理者評価総括表

　今治市福祉センター（２施設）

　今治市南宝来町一丁目9番地8 外１箇所

社会福祉法人　今治市社会福祉協議会

会長　長野　和幸

今治市南宝来町一丁目9番地8

今治市 健康福祉部 福祉政策課

ＴＥＬ：０８９８－３６－１５２５

Ｅ－mail：fukusis@imabari-city.jp

指定管理者

モニタリング
の実施方針・

方法等

　本施設の管理運営業務の確認にあたっては、管理運営状況を事業報告書、実地調査、利
用者アンケート、指定管理者へのヒアリング等により把握しました。
　その後、指定管理業務の課題ごとに、指定管理者による自己評価及び市による評価結果
を取りまとめました。

担当部課
(問合せ先)
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評価内容

課題

総則 B B

利用状況 B B

指定管理者自己評価 市による評価

市が目的としている福祉サービスの
公平な提供及び地域住民の福祉の拠
点であることを十分に理解し、福祉
の増進に努めること並びに相談事業
の充実、地域団体との連携を図り、
地域のおける多様なニーズに対応出
来る職員を育成するなど、地域住民
の皆様から信頼され愛される運営に
努めている。
福祉センターを管理運営していく上
で基本となる市条例、規則、仕様書
等は閲覧できるようにしている。ま
た、職員に対しては、関係法令、仕
様書等を十分理解した上で、公平な
サービスの提供と利用者が快適に施
設を利用できるよう、地域福祉の拠
点として、適正な運営管理を行うよ
うに指導している。

　地域福祉の拠点となる福祉セ
ンターの設置目的を十分理解さ
れた上で、そのための当市条
例、規則、仕様書等の指定管理
業務に必要な知識を職員研修等
を通して、全職員に周知徹底し
ており、利用者が快適に施設を
利用できるよう努めている。
　今後も地域福祉の拠点とし
て、地域団体等と連携を図り、
適正な管理運営に努めていただ
きたい。

新型コロナウイルス感染症の影響も
少なくなり、また、総合福祉セン
ターでは令和3年度から導入した
ネット回線によるオンライン会議を
利用される団体も増え、両施設とも
に前年度に比べ利用件数、利用人数
とも目標値を上回ることができた。
新型コロナウイルス感染症が5類に
移行したとしても、高齢者や障がい
者の利用が多い福祉センターとして
は、感染予防対策を引き続き行いな
がら、利用者が安心して利用できる
施設であるよう努めていくこととし
たい。また、総合福祉センターの
ネット回線によるオンライン会議や
研修環境についても、さらに地域住
民や活動団体に広く周知し、利便性
の向上を図り利用者の増加につなが
るよう取り組んでいきたい。　　　

コロナの影響で通常年度より利
用者数はまだ減少しているが、
徐々に利用者数が戻りつつあ
る。また、ネット回線を利用し
たオンライン会議を行うことに
より、利用者の利便性に努めて
いる。
今後、様々な年齢層を対象とし
たイベント等を開催し、施設の
認知度を高め、利用者の増加を
図っていただきたい。
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課題

事業収支 A B

管理運営体制 B B

指定管理者自己評価 市による評価

経理事務については、特に注意を払い
適切な運営を心がけている。
経理は会計責任者並びに会計担当者を
定め、伝票や証憑書類について適切に
作成、管理している。特に通帳と印鑑
管理については、それぞれ取扱責任者
を定めることで適切な管理が行われて
いる。
令和4年度は電気・ガスの価格値上が
りが顕著で支出増となった。そのよう
な中で今治市指定管理施設燃料等支援
金の交付は事業収支の改善の一助と
なった。なお、玉川福祉センターでは
空調設備の修繕を実施したこともあ
り、大きく収支はマイナスとなった。
また、総合福祉センターでは令和4年
度から日常清掃業務を障がい者就労移
行支援事業所の施設外就労による実施
に変更したことで、清掃の質を落とす
ことなく、費用を約280万円削減しつ
つ障がい者の自立支援に役立つことが
できた。
次年度も職員一同節約に努めるととも
に、今年度に続いて館内のLED照明へ
の移行を進めることとしたい。

　関係帳簿等は適正に作成、管
理されており、経理担当者の選
任、通帳・印鑑の管理も適切で
ある。
　燃料費高騰による光熱水費の
増加や施設の老朽化による修繕
費の増加により、厳しい状況で
はあるが、業務委託料を削減す
るなど経費削減に努めている。
今後も利用者の安全・利便性を
考慮し、適切な対応を継続して
いただきたい。
　また、センター管理部分以外
の利用実態に伴う応分の費用負
担について、適正な事務処理を
お願いしたい。

毎月定例で管理職会を開催し、各施設の
業務内容や事故・困難事例等の報告を行
い情報の共有を図ることにより、利用者
に対しより良いサービスが提供できるよ
う検討している。
令和4年度から総合福祉センターの日常
清掃業務を就労支援事業所へ委託すると
ともに第三駐車場の草刈りも障がい者就
労支援事業所へ依頼した。玉川福祉セン
ターでは窓ふき掃除及び敷地内の草抜き
を障がい者就労支援事業所へ委託し、実
施した。
組織内研修については職員の資質向上を
目的に、新型コロナウイルス感染症対策
として会場参加・オンライン参加のどち
らでも参加可能な方法で、係長・セン
ター長及び主任研修を実施した。新規採
用職員では統一した資料を基に各所属先
で接遇やマナーなど内部研修を実施し、
職員の資質向上に取り組んだ。また、セ
ンター職員以外の職員（介護・地域）と
も連携を取りながら緊急時の対応や建
物・設備管理を適切に行っている。な
お、AED講習（救命救急講習）の受講を
予定していたが、新型コロナウイルス感
染拡大により中止となった。
その他、火災や災害の発生に備え、同施
設内の事業所と共同で、定期的に防火訓
練・避難訓練（年２回）を実施してい
る。なお、総合福祉センターでは水防法
による水害（洪水）垂直避難訓練を職員
が参加しやすい時間帯に実施した。

　職員及び有資格者は計画通り
配置されている。
　また、コロナ禍の中、オンラ
イン参加も取り入れ、職員の資
質向上のための研修、災害時の
避難訓練、職員間のミーティン
グ等も定期的に実施されてい
る。
　今後も研修等を通じ、職員の
資質向上に努め、利用者が気持
ちよく来館し、安全に施設が利
用できるよう努めていただきた
い。
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課題

管理運営業務 A B

利用業務 B B

指定管理者自己評価 市による評価

管理業務については、専門的見地に基づ
き社会的信頼のおける業務委託先に委
ね、業務基準表に定められた基準を満た
し適切に実施した。実施にあたっては、
職員で対応できる内容と、専門的な業者
に委託する内容を明確にし、創意工夫を
することで、コストの削減並びに効率化
を図った。
施設や設備の老朽化に伴い修繕や取替え
が必要なものが多くなっているため、緊
急修繕が必要な部分に加え、順次計画的
に修繕を実施している。なお、必要に応
じて、市の指示を受け、迅速かつ誠実な
対応に努めるられるように協議連絡業務
を的確に行った。
日常点検は、職員が毎日施設内を巡回
し、事故、犯罪の防止に努めている。ま
た、総合福祉センターでは館内清掃を床
ワックス・絨毯染抜きと日常清掃業務を
分け、専門業者に床ワックス・絨毯染抜
きを委託し、日常清掃業務は障がい者の
自立支援に貢献することを踏まえ就労移
行支援事業所の社会福祉法人へ業者を委
託した。
また、自動販売機の設置については、福
祉センターの設置目的にも沿うよう共同
募金対応自販機とし社会貢献にも努めて
いる。

　仕様書で定められた基準はす
べての施設で概ね満たされてい
る。
　日々の施設見回りなどは職員
が行うことで施設の管理費用の
抑制を図り、清掃業務では就労
移行支援事業所に委託すること
で障がい者の自立支援を図りな
がら美観維持に努めている。
　ただ、指定管理者の自己評価
でも低かった障がい者雇用につ
いて今後検討いただきたい。
　引き続き、利用者が快適に利
用できるよう施設や設備の管理
を適切に行っていただきたい。

利用者がセンターを快適に利用する事が
出来るよう、職員研修等を通じ、丁寧な
対応を目指している。
本会の情報誌「こころ」(年間2回発行)
及び各支部発行の社協だより（年間4回
～7回発行）、イベントチラシ、ホーム
ページ、ブログ等においてセンター事業
や自主事業を紹介することにより、福祉
の拠点である福祉センターについてＰＲ
することができた。また、ボランティア
団体との交流の活性化や、各団体間の交
流の場の提供、地域住民への福祉の啓
発、地域の資源の紹介といった社協なら
ではの情報の発信を行いました。
毎年、利用者に対し、より良いサービス
が提供できるようアンケートを実施し、
利用者ニーズの改善点等を分析し、利用
促進に努めている。
各施設とも職場体験学習や実習生等の受
け入れを行い、福祉の拠点としての責務
を果たしている。
今後も利用者の立場に立った取り組みを
進め、利便性の向上を図っていく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
また、令和4年度も前年度に引き続き新
型コロナウイルス感染症対策として、消
毒液の館内設置、注意喚起のポスター貼
付、定時の館内消毒、職員の体調管理等
を徹底し、利用者の安全を第一に考え、
運営に努めた。

　利用申請・許可手続きは基準
に沿って行われている。
　宣伝広報として、社協広報
「こころ」やホームページ、支
部だよりを活用するとともに、
各イベントにおけるチラシ作成
など、事業やイベントを広く周
知するよう努めている。
　また、多くの地域団体や近隣
住民等との交流や、職場体験、
実習、施設見学等の受け入れに
より、施設及び法人の役割や存
在意義の周知を図っている。
新型コロナウイルス感染症対策
については、利用者に対して細
心の注意を払い、適正な対応を
行っていた。これからは、アフ
ターコロナに対応した取り組み
をお願いしたい。
　今後も効果的なPRに努めてい
ただくと共に、当該年度の利用
者の目標数値から実績に至った
経緯を検証した上で、次年度以
降の利用促進に努めるようお願
いしたい。
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課題

その他業務 A B

修繕業務 A B

指定管理者自己評価 市による評価

事故対応マニュアルについては、同施設内
で実施している他の事業と共通のマニュア
ルを整備し、施設内の各部署の職員と連携
をとりながら、迅速な対応が出来るように体
制を築いている。災害発生時の対応につい
ても、消防計画等に基づき、施設内職員が
参加して定期的な避難・防災訓練を行ってい
る。
駐車場での事故を未然に防ぐため、会館利
用人数が100名を超える場合は、駐車場係り
2名以上の配置を求める等、事故防止策を
実施している。また、開館時間以外は駐車
場の入口を施錠するなど、警備上の安全確
保に努めている。
省エネ対策については、地球温暖化防止・
夏季電力不足への対応として、不要な電気
を消す、職員はエレベーターの使用を控える
など省エネ活動を継続して実践している。
個人情報保護については、法人及び個々の
事業所において研修会を実施し、個人情報
保護マニュアルとプライバシー・ポリシーを
徹底するとともに、情報の取り扱いについて
は万全の対応を行っている。個人情報保護
に関する職員の個別の誓約書を徴収してい
る。
開館日及び利用時間については、事業計画
書に基づき適切に実施した。なお、総合福祉
福祉センターでは、令和4年度から省エネ対
策・経費削減のため、夜間貸館利用のない
日は17時30分閉館とした。結果、建物管理
業務委託費だけでも約40万円の経費削減と
なった。なお、事前に周知を徹底したこともあ
り、17時30分閉館としたことによる利用者か
らの苦情等は一切なかった。

　他事業との共通のマニュアル
を作成するなど事故対応マニュ
アル等は随時見直されている。
今後も、チェックリストの活用
等により、事故防止対策を徹底
していただきたい。
　また、避難訓練においては
様々な状況を想定し、利用者や
関係機関とも連携して訓練を実
施している。
　省エネ及び個人情報の取り扱
いについては、法人全体で意識
向上に取り組んでおり、今後も
研修やミーティングの際に職員
への徹底を図っていただきた
い。

両福祉センターとも施設は経年による
設備、備品ともに経年劣化による修繕
箇所が多々あり、今年度も予定外の緊
急修繕が発生しているが、今年度も少
しでも利用者に危険が及ぶ可能性が考
えられる場合や、福祉センターの利用に
影響が出ると考えられる場合（応急的な
修繕等）は、その都度、市と協議を行
い、迅速に対応した。
総合福祉センターでは照明器具が旧型
のため、メーカーに交換部品のストック
がないことが増えてきており、随時、
LED照明化を進めている。電気料金の
削減になる省エネ対策としても効果的で
あることから、今治市としても積極的に4
階多目的ホールのＬＥＤ照明化を計画
修繕として取り組んでいただきたい。
その他の箇所についても、状況を見極
めながら業務に支障がないように市と
の協議を踏まえ、優先順位等修繕計画
を立てながら、利用者がより快適に利用
できる福祉センターとして市の協力のも
と修繕業務に取り組んでいくこととした
い。

　施設の老朽化により、修繕が
必要な箇所が年々増加してお
り、早急な対応が必要な事態も
生じている。
　今後も、利用者の利便性や安
全を考慮した上で、市と協議を
しながら、必要な修繕を実施し
ていただきたい。
　照明関係の修繕時にLED化を図
るなど省エネに努めている。
　施設の故障等で利用者に負担
を掛けないよう耐用年数が超過
した設備等において大規模工事
が必要な設備については、順位
付け等を早急に検討されたい。
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課題

備品管理業務 B B

行政財産の目
的外使用許可

手続業務
A A

自主事業 A B

指定管理者自己評価 市による評価

既存の備品を丁寧に使用していただく
よう利用者にご理解ご協力が得られる
ように努めている。そのうえで、利用者
の利便性を第一に経年劣化で使用に耐
えない備品においては、随時、速やか
に新調備品の購入を行った。今後も随
時、市と協議の上、必要最低限の備品
購入を進めたい。また、アンケート等で
利用者のニーズを把握し、快適に福祉
センターを利用できるよう予算の範囲内
で計画的に備品管理を行うこととした
い。

　買替えの必要がある備品につ
いては、計画的に購入できるよ
う、引続き市と協議するようお
願いしたい。
　併せて、センター内における
市所有の備品と社会福祉協議会
所有の備品を確認の上、備品台
帳の正確な整備をお願いした
い。

計画に基づき、必要な申請を行い、許
可条件を遵守し、適切に業務を行った。
また、収入金も経理規程に基づき、適
切な管理を行い、施設の維持管理経費
に充当している。

　適切に手続きが行われてい
る。
　利用者のニーズにアンテナを
張り、新規の目的外使用につい
ても検討されたい。

新型コロナ禍において感染対策を徹底し
可能な限り社協が行う地域福祉活動や在
宅福祉サービスを継続して実施し、地域
福祉の向上に努めた。また、学びを止め
ない大切さから小中学校への福祉教育の
推進や各種研修会・講座の開催、つなが
りを切らさないように高齢者の居場所づ
くりや障がい者の活動支援を継続するこ
とで、地域福祉の推進、地域福祉の理解
の拡充につながった。
今年度も新型コロナウイルス感染症によ
り、不特定多数の参加イベントや行事は
中止となる一方、前年からのコロナ対策
を活かし、感染予防を徹底し少人数によ
る講座や研修会を実施することができ
た。なお、8月25.26.27日に開催した
「いまばり地域福祉フォーラム」は地域
福祉実践研究セミナーと同時開催したこ
とにより、オンライン参加者を含め全国
から3日間延べ約1,400名の方が参加する
こととなった。これらの経験を積み重
ね、新型コロナウイルス感染症に対応し
た自主事業を積極的に展開し、より一
層、地域住民の福祉の拠点となるよう努
力していきたい。

ボランティアの育成や活動支
援、小中学生を対象とした福祉
教育推進事業、職場体験の受け
入れ、高齢者の居場所づくり
等、社会福祉法人としての特徴
を活かした様々な事業を実施し
ており、地域住民の福祉に対す
る理解を深めるとともに福祉に
対する意識の醸成を図ってい
る。
　今後も、社会福祉法人として
地域福祉に寄与する事業を継続
すると共に、地域住民のニーズ
を基に地域の特性を活かした新
たな事業の模索を継続していた
だきたい。
　特に、アフターコロナを見据
えた、社会福祉協議会ならでは
の自主事業の実施に期待した
い。
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課題

地域団体との
連携

A A

利用者
アンケート

B B

指定管理者自己評価 市による評価

地域福祉の拠点として、地域福祉・在宅
福祉活動を推進していくために、各地域
団体とのネットワークづくりに努め、普
段から綿密に連携・情報交換を行ってい
る。
民生児童委員協議会とは、円滑な連携が
出来ており、毎月の定例役員会に社協役
職員が出席し、地域の状況について情報
交換を行っている。なお、各支部におい
ても、各地域で開催されている民生児童
委員会に社協職員が出席し、日頃から連
携を図り、協力体制を築いている。
自治会においては、各支部・地区（校
区）社協の活動とも深い関係があり、常
に連携をとりながら地域福祉の推進のた
めに活動を行っている。また、連合自治
会、地区自治会の代表者は、社協設立当
初より理事・評議員として社協運営に参
画していただいており、協力体制は確立
されている。各支部の運営委員会にも地
区自治会の代表者が委員として参画し協
力していただいている。
教育機関とも常に連携を取り、各学校に
おける福祉学習、体験授業等に職員を派
遣し、児童・生徒の健全育成に努めてい
る。また、福祉センターの施設見学や施
設・福祉機器を利用しての体験学習等も
行い、福祉の醸成にも努め、福祉の拠点
としての役割を果たしている。
なお、令和4年度から老人クラブ事務局
が当センターに設置され、地域福祉の拠
点として当センターの活用が進むことと
なった。なお、老人クラブ事務局は次年
度、地域福祉課へ移行するため、老人ク
ラブ活動と地域福祉活動との連携が更に
進むことを期待したい。

　コロナの影響により活動が制
限される中、自治会や民生児童
委員協議会、ボランティア団
体、小中学校等多くの団体と交
流し、情報を共有するとともに
様々な事業やイベントを実施し
ており、地域福祉の拠点として
の役割を果たしている。
　令和4年度から老人クラブの事
務補助を実施しており、地域の
大きな団体である老人クラブと
の連携を深め、活動の枠を広
げ、事業を展開していただきた
い。

常に利用者の声に適切に対応するこ
とを心掛けて管理運営にあたり、令
和4年度利用者アンケートからは概
ね高い満足度を得られました。とく
に「職員挨拶ができているか」「職
員の言葉使いは適切か」等の設問に
ついては、今年度も高い評価を得る
ことができた。これは、日頃から心
がけていることに対して良い評価を
いただいたものと考える。
今後もアンケートの実施結果だけに
かかわらず、普段から利用者の声に
耳を傾け、住民から愛され信頼され
る福祉センターであるよう現状に満
足することなく改善を心がけていく
こととしたい。

　施設管理、職員に対する評価
は概ね良好であった。
　　今後も利用者の立場に立っ
た対応を心がけるとともに、ア
ンケートの実施方法、内容、実
施回数を市と事前に検討し、利
用者の意見や要望を出しやすい
環境を整えていただきたい。
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課題

事故・苦情 A B

指定管理者自己評価 市による評価

普段から利用者の利便性を第一に考
え、利用者一人ひとりの意見や苦情
に丁寧に耳を傾けたことで、大きな
事故や苦情等は無く適切に福祉セン
ター運営を行うことができた。な
お、利用者からの意見や苦情を聴く
ために、両福祉センターともに意見
箱を設置している。
また、事故や苦情があった場合に
は、担当職員において事実の確認・
報告・記録など迅速かつ適切に対処
できるよう指導している。清潔保持
に関しても、職員の発見、利用者の
報告に速やかに対応し衛生面で不快
なことがないようにした。
引き続き、定期的な施設内の巡回に
よる事故の未然防止に努めていくと
共に安心して気持ちよく利用できる
福祉センターを目指し運営を行って
いくこととしたい。

　大きな事故や苦情は無かった。
　設備の不具合については日常点
検により早期発見に努め、軽微な事
故や悪戯等については、利用者へ
の注意喚起、職員の見回り等により
未然防止に努めていただきたい。

総 合 コ メ ン ト（市）
　双方の福祉センターで、仕様書で定められた基準を概ね満たしている。
　照明等を順次LED化していくなど、省エネに対する意識は高く、清掃の委託では、就労移行支援事業所に委託する
ことで障がい者の自立支援を図っている。
　また、研修、災害等への対応訓練及びオンラインでも参加できるミーティングなどを定期的に実施しており、職員
の資質向上に努めている。引続き、職員の資質向上に努め、利用者からの要望や意見に柔軟に対応し、利用者が気持
ちよく安全に利用できるよう施設及び設備の管理を行っていただきたい。
　自主事業については、コロナ禍ということもあり様々な制限がある中、ボランティアの育成や活動支援、福祉教育
推進事業及び職場体験の受け入れ等、法人としての特長を活かした様々な事業を実施しており、老人クラブなどの地
域団体と積極的に連携したイベントを実施するなど、地域住民の福祉に対する理解を深めるとともに福祉に対する意
識の醸成を図っている。
　今後も、住民の社会福祉の増進に寄与していただきたい。
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